
全国温泉振興議員連盟総会次第

一、開会

一、会長挨拶

一、議事

*温泉関連団体よリヒアリング

日時 :令和 4年 2月 18日 (金 )14:00～ 15:00

於 :衆議院第 1議員会館 地下 1階 多目的ホール
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全国温泉振興議員連盟 会長 中曽根 弘文

会長 熱海市長 齊藤 栄 氏

会長 笹本 森雄 氏

。「温泉所在都市協議会」

・「一般社団法人日本温泉協会」

*省庁より説明

・コロナ禍での旅館業の現状と課題及び支援策・融資制度等について

一 (厚生労働省、中小企業庁、観光庁から説明 )

・温泉旅館に係る暫定排水基準の見直しについて (ほ う素、ふっ素 )

一 (環境省より説明)

・地熱発電の現状について

一 (経済産業省より説明)

・温泉文化のユネスコ無形遺産登録について

一 (文化庁より説明)

一、質疑応答
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新型コロナウイルス感染症対策に関する秋季決議

新型コロナウイルス感染症 (COVID-19)に ついては、緊急事態宣言やまん延防止等重点措置が

解除されたものの、未だに住民生活や経済活動に甚大な影響が生じている。

特に温泉所在都市においては、旅館・ホテル等からなる宿泊業を中心に、農林水産業、卸売業、

飲食業、各種サービス業等が連なる産業構造を持っているため、地域経済は危機的状況に陥って

おり、一刻も早い経済再生が求められている。

また、温泉所在都市の貴重な財源である入湯税は、ごみ処理などの環境衛生施設や消防設備の

整備を通 して安全安心なまちづくりに欠かせないものであるが、人の流れが回復していない状

況下においては、その安定的な確保が極めて難しくなつている。

温泉所在都市においては、かねてより官民が一体となつて新型コロナウイルス感染症対策を

はじめ、地域住民の安全・安心、活力ある地域づくりに向けて全力で取り組んでいるところであ

るので、国においては、下記の喫緊の課題について、速やかに取り組まれるよう強く要請する。

記

1 大胆な経済対策の実施と新型コロナウイルス感染症対策に要する財源の確保

予想される第 6波 を1ま じめ、今後もコロナ禍による地域経済の低迷が続くことを踏まえ、温

泉所在都市をはじめとした地方が必要とする対策について、補正予算等での措置により、大胆

かつ強力な経済対策を実施すること。

その際には、引き続き新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を確保し、地方に

対して早期にその見通 しを示すとともに、その使途を地方に委ね、地域の実情に応 じて実施す

る事業が幅広く対象となるよう、さらなる柔軟な枠の見直し、弾力的な適用や期間延長、手続

きの簡素化などを図ること。

特に温泉所在都市においては、既に事業に対する予算を使い果たし一般財源を投入したり、

予算枠使用後は事業を終了したりせざるを得ない状況であるため、引き統き必要とされる新た

な事業を生み出すことが可能となるよう、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

を増額すること。

2 観光産業をはじめとした地域経済への支援

外出・移動の抑制などにより、観光産業を基幹産業とする温泉所在都市においては観光・宿

泊・交通関連の事業者をはじめ、温泉供給事業者、飲食事業者、運転代行業者、プライダル事

業者、イベント事業者、農林漁業者、芸妓・コンパニオン事業者など関連する取引先まで含め

て広く影響を受けており、地域経済・雇用に極めて深刻な影響が生じていることから、持続化

給付金や家賃支援給付金の再支給や無利子融資、償還・据置期限の延長など、幅広く事業者ヘ

の経営支援を行うこと。

また、観光産業の回復には継続的な観光需要喚起対策が必要であることから、感染状況に応

じて、6oToキ ャンペーンの早期再開や高速道路料金の割引を実施するなど柔軟な対応を検討

すること。

さらに、宿泊事業者が感染拡大防止策に取り組む際の導入費用については、都道府県に対し

て補助する制度が創設されているが、宿泊事業者以外にあっても同様の対策を講じていること

から、対象事業者を限ることなく、補助対象の拡大や事業規模に応じたきめ細やかな措置を講

じること。

3 安全 ,安心な観光の促進

過去に実施された GoToキャンペーン等の観光需要喚起対策について、観光が感染拡大の主因

であるかのような認識が世間に広まっており、温泉所在都市の地域経済回復の妨げとなつてい

る。このため、観光の感染拡大への影響については、国において、諸外国との比較も含めて科学

的根拠や知見を交えた分析・検証を早期に進めた上で総括を行い、広く国民に提示するととも

に、安全・安心な観光を促すメッセージを発出すること。

4 新しい生活様式への対応と推進

デジタル化が急速に進む中、新たな働き方として推進されている「ワーケーション」は、人

の流れを抑制 しつつも、コロナ禍における経済活動を推進していくために極めて重要であり、

全国の温泉地においては、その受け皿として高いポテンシャルを有している。

地域の観光資源を効果的に活用するため、ワーケーションはもとより、全ての旅行者の快適

な滞在のためにも、Wi―FI環境の整備やキャッシュレス化の整備、受け入れ施設や設備の改修

など、温泉所在都市が行っている多様な取り組みについて、財政支援を行うとともに、ワーケ

ーションの一層の推進を図ること。

5 地方一般財源の安定的な確保

温泉所在都市に特有の入湯税は、ごみ処理などの環境衛生施設や消防設備の整備を通 じて

安全安心なまちづくりを行うために欠かせない貴重な財源となっているが、人の流れが回復

していない状況下においては、その安定的な確保が極めて難しくなっているなど、温泉所在都

市には特別な財政事情が生じている。

新型コロナウイルス感染症対策に全力で取り組む中、温泉所在都市をはじめ、地方が安定的

な財政運営を行うために必要となる地方税や地方交付税などの一般財源総額については、今

後も必要所要額を的確に捕捉し安定的に確保すること。

温泉所在都市協議会

会長 熱海市長 齊藤 栄

全国温泉所在都市議会議長協議会

会長 熱海市議会議長 越村 修

令和 3年 11月



令和4年2月 18日

静岡県熱海市

熱海観光の現状と土石流災害からの復興等

(全国温泉振興議員連盟総会資料)

熱海観光の現状
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く入湯税による宿泊客数 (暦年 )〉

R2

経済損

新型コロナウイルス感染症等に伴う
観光交流客減少による

市内経済への影響額
(令和2年 1月 ～令和3年 11月 )

988億8千万円

※宿泊客282万 5,76人 減、
日帰り客98万 8,77人 減による
観光消費額845億 6千万円を試算し、
それに伴う経済波及効果を試算した

もの。

宿泊客数 (令和3年月別、対令和元年比)
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土石流災害からの復興・コロナ禍を乗 り越えていくための令和 4年度の施策 (予算案)
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①復興 まちづ くり計画の策定  ・被災者生活再建、インフラ復旧の方向性に係る計画策定 (7,680万円)

②被災者見守 り・ 相談支援  口伊豆山ささえ逢センター (667万 円)

③逢初川沿 い市道再整備 、用地購入  ・市道再整備 (用地購入費1億21465万円)(工事費1億8,000万 円)

④ 災害廃棄物 、土砂 の処理

・災害廃棄物処分 口仮置場運営 口災害廃棄物撤去等業務 (4億446万円)

・堆積土砂排除事業費 (令和3年度予算繰越事業)

⑤ 災害派遣職 員の確保  ・他自治体からの応援職員経費 (4,500万円)

⑥ 消防ポ ンプ自動車購入費  ・消防第第 4分団車購入費 (2,000万円)

⑦被災者事 業者復 旧支援  ・被災復旧支援事業費補助金 (事業者4,993万円)(漁船237万円)

2コロナ禍における対策

①新型コロナウイルス感染症に係る予防接種経費 ・ワクチン接種経費 (8,661万円)

②生活困窮者自立支援/自宅療養者への支援
・自立支援金 (1,088万 円)

・臨時特別給付金 (令和3年度予算繰越事業)

・ 自宅療養者への食料支援 (7万円)

③コロナ禍における経済対策
・観光ブランドプロモーション経費 (1,500万 円)

・ JR東 日本 口東海との連携による誘客業務委託 (600万 円)

・花火大会追加開催運営補助金 (1,000万円)



コロナ禍における日本温泉協会の現状と取組、課題について

一般社団法人日本温泉協会

会長 笹本 森雄

1.コ ロナ禍における温泉関連事業の現状と GOTOト ラベル事業再開希望

日本国内の感染の急拡大に伴い、度重なる緊急事態宣言やまん延防止措置の発出によ

り国民の移動は制限され、観光・宿泊・飲食業に与えた影響は甚大であり、温泉事業者

も休業を余儀なくされ、既に閉館、廃業に追い込まれた施設も多い。当協会にも事業継

続を諦め退会を申し出られる施設が増加している。

そんな中でも、群馬県草津温泉、神奈川県箱根温泉、山形県蔵王温泉、北海道川湯温

泉等は大学と連携して、強酸性温泉がコロナウイルスを不活化させる研究結果を発表し

て一筋の光明となった。当協会も協力して温泉地での健康増進効果を協会広報誌やホー

ムページ、フェイスブックなどで PR活動を行っている。また、当協会の学術部が監修

して温泉施設に関するコロナウイルス対策チェックリス トを作成し、合格施設には合格

証を発行して温泉事業者の毎日の感染防止対策の指針としている。

昨年の GOTOト ラベル事業は国民の移動意欲を増進し需要拡大効果があったが年末年

始からのオミクロン株の急拡大により春休み以降の宿泊キャンセルが増大している。

「人流抑制」ではなく「人数制限」ヘシフトチェンジし、是非とも GOTOト ラベル事業

の再開をお願いしたい。

2.地熱開発拡大には慎重に議論をお願いする要望書の提出

2021年 3月 、当協会は環境省、資源エネルギー庁、内閣府規制改革担当に「地熱開発に

は慎重な議論をお願いする」要望書を提出した。当協会では地熱開発を行う上で守って

もらいたい 5つのお願い (①地元の合意②客観性が担保された相互の情報公開③過剰採

取防止の規制④継続的かつ広範囲にわたる環境モニタリングの徹底⑤被害を受けた温

泉と温泉地の回復作業の明文化)を公表して地熱開発と温泉事業の共生に向けて話し合

いを継続すべく、関係省庁と意見交換会を開催し、地熱開発を行う前からの温泉モニタ

リングの義務付けをお願いしている。また温泉の減温、減衰が生じた場合の温泉事業者

への補償義務付けを是非ともお願いしたい。

3.日 本の温泉文化を世界に広めるため「ユネスコ無形文化遺産登録」を要望

2019年 6月 当協会は、日本の温泉文化をユネスコ無形文化遺産登録することを目指し

活動していくことを総会で決議した。その後、群馬県を中心に各地で国民運動を起こす

べく講演活動を継続している。2020年 12月 、フィンランドのサウナ文化がユネスコ無

形文化遺産記載となったこともあり、日本の温泉文化も可能性があるものと考える。是

非とも登録に向けたご協力をお願いしたい。

以上
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厚生労働省

コロナ禍での旅館業の現状と課題及び

支援策・融資制度について

厚生労働省医薬・生活衛生局生活衛生課

令和 4年 2月 18日



新型コロナウイルス感染症によるホテル・旅館業への影響

(出典)2022年 2月 1日 株式会社日本政策金融公庫
「生活衛生関係営業の景気動向等調査結果 (2021年 10～ 12月 期 )」¬.業況判断
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図表 1 業況判断 DIの推移 (全業種計)
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図表 2 業種別 業況判断Dlの推移 (飲食業を除く) 図表3 飲食業 業況判断つ Iの推移

■

１

○ 業況判断 DIは、前期からマイナス幅が33.6ポ イント縮小 し、▲22.2と なった。

○ 来期は、マイナス幅がさらに12.0ポ イン ト縮小し、▲10.2と なる見通しである。

▲ 10.2

21_6
4ヽ 22.

▲ 15_

▲ 22.

`|、

23.8

▲ 53.6」ヽ53.2

▲ 79.2

▲ 20.

`ヽ

22_

8

()⊃ ・業況半|‖わI=前期,世ヒ「業況好転」企業雷ll合―「業況悪化」企葬器ll合

・赤線|よ 4期間移動平均の推移である。

▲ 27.4 ▲ 40.0 ▲ |.3食肉・食鳥肉

」L96.4 ▲ 74.| ▲ 70.7 ▲ 24.| ▲ 17.2氷  雪 ▲ 80.4

▲ 36.9▲ 72.0 ▲ 33.6 ▲ 17.9理  容 ▲ 58.6

▲ 42.2美  容 ▲ 60.0 ▲ 71.3 ▲ 27.8 ▲ 12.7

映 画 館 ▲ 84.7 9.7 ▲ 42.9 6.3

ホテル・旅館 ▲ 91.6 ▲ 65.4 12.4

▲ 13.′公衆 ,谷場 ▲  44.0 ▲ 9.3

クリーニング ▲ 58.4 ▲  87.6 ▲ 74.8 ▲ 35.7 ▲ 43.0

▲ 17.3 ▲ 5.4▲ 67.8▲ 56.4 ▲ 85.4 ▲ 67.3

0.01 ▲ 2.8▲ 61.1▲ 82.7

▲ 83.6 ▲ 66.7 ▲ 71.3

▲ 14.5 ▲ 9.8▲ 60.4 ▲ B4.9 ▲ 69.3 ▲ 70.7

▲ 18.1 ▲ 1.4▲ 91.2 ▲ 74.5 ▲ 67.9

a zs.t]l l r.8▲ 79.5 ▲ 62.0

▲ 72.8 ▲ 91.8 ▲ 86.9 ▲ 79.6 l 4o.ol a r6.8

飲食業 (全体 )

▲ 59.8 ▲ B5.2 ▲ 69.6 ▲ 64.9

※表中の網掛出ま、全業種計の割合を上回るものを表す(以下同じ)。

凡例
202011ニ

10～ 12月

2021年

|～3月

2021年
4～ 6月

2021年
2021年
7～9月

110～ 12月

|(今期)

▲ 12.0▲ 52. ▲ 46.6

1 202211::

||～3月

|(見通し)

▲ 36.6

▲ 41.4

▲ 8.8 ▲ 52.4

▲  49.l▲  4b.l ▲  4U.′

▲ ヱ2.0

▲ 40.5   ▲ 5.4

凡例
2020●::

10～ 12月

2021年
1～3月

年

月

０２

”

2021年
7～9月

2021年
「

覆函百
「10～ 12月 11～3月

(今期)l(見通し)

▲ 36.9 ▲ 40.1

▲ 52.2

▲ 53.1

▲ 52.1 ▲ 49,7

▲ 0.7〓一難一地一刊

す  し

料  理

喫  茶



○ 売上 DIは、前期からマイナス幅が19.0ポ イン ト縮小 し、▲32.3と なった。

○ 来期は、マイナス幅がさらに23.1ポ イン ト縮小 し、▲9.2と なる見通 しである。

2.売 上

D1  0
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-90

図表 4 売上 DIの推移 (全業種計)

2014年

10～ 12月

2015年

10～ 12月

2016年

10～12月

2017年

10～12月

2018年

10～ 12月

2019年

10～12月

2020生 |=

10～ 12月

図表 5 業種別 売上DIの推移 (飲食業を除く) 図表 6 飲食業 売上 DIの推移

′ヽ

こ

22_9

▲ lS.0 ▲ 02_

▲ 28.7
▲ 43.0

▲51_3

▲ 73.7

▲24_7        ▲23_4        ▲241

(注 )・ 売上Dl=前銅司期夕世ヒ「売上増力田企業害1恰 ―「売上減少」企業雪11合

昴 細ま̀犠甲轟3動平均の推移である。

1.3▲ 51.0 ▲ 50.〔食肉・食鳥肉 ▲ 46.0 ▲ 23.:

▲ 8.6氷  雪 ▲ 91.1 ▲ 94.6 ▲ 65.5 ▲ 67.2 ▲ 43.1

▲ 63.5 ▲ 37.9I里  容 ▲ 32.7 ▲ 20.7

美  容 ▲ 11.4

4.( ▲ 6.3映 画 館 ▲ 93.1 ▲ 36.5

ホテル・旅館 ▲ 93.8 15,7

公衆,8場 ▲ 47.3

クリーニング ▲ 77.9 ▲ 80.2 ▲ 50.6 ▲ 36.5

`ヽ

1 ▲ 74.5 ▲ 86.3 ▲ 55.0 ▲ 63.3 ▲ 5.1

D.0そば・うどん ▲ 79.3 ▲ 21.7 ▲ 51.4

▲ 27..中華料理 ▲ 74.5 ▲ 79.4 ▲ 53.9 ▲ 65.0 ▲ 10.2

▲  23.す  し ▲ 74.6 ▲  52.3 ▲ 64.9 ▲ 12.7

5.8十斗    王里 ▲ 79.7 ▲ 71.6 ▲ 60.8

喫  茶 ▲ 82.5 ▲ 47.5

▲ 52.l ▲ 22.6社  交 ▲ 92.1 ▲ 98.5 ▲ 70.7 ▲ 80.|

その他飲食 ▲ 80.3 ▲ 87.2 ▲ 60.5 ▲ 64.9

2021年  2022年
10～12月 |｀

`月σl通し)

8

凡例
20201年

10～ 12月

2021年

l～3月

2021年

4～6月

2021年

7～ 9月

2021年

10～ 12月

(今期)

2022:年

|～3月

(見通し)

▲ 45.9

▲ 64.5 ▲ 35.5

▲ 21.〔 ▲ 28.6

▲ 20.6 ▲ 6.6

市 I¬ ▲ 29.2 |▲ 20.5

▲ 36.7 ▲ 50.`

凡例
20201;ニ

10～12月

2021年

1～3月

2021年

4～ 6月

2021年

7～9月

2021年 12022年
10～12月 11～ 3月

(今期)|(見通し)

▲ 46.| ▲ 21.5

▲ 81.5

▲ 95.2

▲ 66.( ▲ 50.g

多▲ 31.(



新型コロナウイルス感染症の影響により、売上の減少など業況悪化を来している生活衛生関係営業者の資金繰りを強力に支

援するため、「新型コロナウイルス感染症特別貸付」などの実質無利子・無担保貸付を令和4年 3月 まで継続し、4月 以降は必要

な見直しを行つた上で低利、無担保の貸付を引き続き実施。

L

′ヽ

0

「

¬

□ 本政策金融公庫による生活衛生関係営業者の資金繰り支援

生活衛生関係営業新型コロナウイルス感染症特別貸付

:

:

① 貸付対象者:新型コロナウイルス感染症の影響により、量近■2ユΩ壺世韮遷聖菫旦圭21型監蝠ヨ堕!二!週1埜重重≧】21王

埜丘」三自ビ宜量生望2L_ゴ土L菫2里2旦皿ヒ里生L上五」整L生星適」」菌u窪整業三

② 貸付限度額:皿控■∝駆互旦

③ 貸付利率:基準利率。ただし、当初3年間は螢∞0万円を上限に基準利率-0.9%、 4年 目以降基準利率

※基準利率 1.21%(令和4年 1月 4日 現在、貸付期間5年の場合)

④ 既往債務:新規貸付との合計ュQQ⊆二巴の範囲内で、当初3年間基準利率-0.9%、 4年 目以降基準利率

⑤ 貸付期間:設備資金20年以内、運転資金15年以内

⑥据置期間:5年以内(設備資金、運転資金)

⑦担保:無担保

③ 利子補給:借入後3年間は[塑∞互旦_を上限に発生した利息について全額利子補給を実施(令和4年3月 まで)



生活衛生関係営業の力強い回復に向けた経営支援事業
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生活衛生関係営業者は新型コロナウイルス感染症の感染拡大により深刻な影響を受けており、生活衛生関係営業の商品・

サービスの質を維持し、国民の健康を守るためには、業績の 復・安定化が不可欠である。今後の景気 復に向けた経営支援

令和3年度補正

予算 :2.0億 円

r令和2年度第3次補ピ〕
t 予算額:1.6億 円 リ

を行つていくとともに、コロナの再拡大を見据えた公的支援への相談体制の支援が引き続き必要である。

事業概要

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により深刻な影響を受けた生活衛生関係営業者に対し、支援ニーズを掘り起こした上で、
● 力強い 復に向けた、多方面からの専門家による支援ロ

ロ

生活衛生関係営業支援アプリによる
各種支援策等の情報提供

● 各種給付金、協力金及び補助金等を活用するための周知・助言・支援

を、地域に根ざした都道府県生活衛生営業指導センターによるワンストップ・プッシュ型・伴走型の支援として実施する。

全国生活衛生営業指導センター

潜在的な事業利用者支援
ニーズの掘り起こし,

各種補助金等の制度周知

_ヽ

ロ

・ 労務管理、税務、融資(資金

等

都道府県生活衛生営業指導センター

生活衛生関係
営業者

_ヽ

0令和2年度から実施してtヽる生二螢生腱壼営菫墜営」」聾菫り ∠ウ′立
=E屋0言葉者に対する豊菫

=援
菫笠0■■

0各種支援策や相談指導を利用できない曽業者(・着在的な事業利用者)の分析と菫量ニーズの墨
ツ起こL左塗の共有・指導

0各種専円意の円滑な派遣に向けた全国銀鐵とり諷壺

▲

・最新情報の提供
・専門家の相談会や訪問指導を依頼

現場ニーズ、好事例
のフィードバック

・ 各種補助金の活用
・ 経営スタイル転換

○ 生衛組合と連携した支援ニーズの掘り起こし、制度周知

○ 専門家によるワンストップのプッシュ型・伴走型の支援

(支援内容 )

・多様な現場のニーズに応じた相談・支援
・各種補助金等の活用に向けた助言・支援

ニーズに対応した

専門家によるプッ

シュ型、伴走型の

相談・支援

社労士、中小企業診断士、

税理士、弁護士、行政書士、
経営特別相談員等

都道府県生活衛
生同業組合等を
介したアプローチ

4



自治体における温泉旅館等への支援の事例

◆ 」L左道釧墜立

平成27～令和6年年度の10年間に入湯税を150円 から250円に引き上げ、引き上げ分のみを釧路市観光振興臨時基

金に積み立て、阿寒湖温泉で実施する観光振興事業を支援。                 (出 典)釧路市HP

◆ 二重星_皇羽市

入湯税の70%を鳥羽市観光振興基金に積み立て、観光振興に活用。また、入湯税の30%を源泉管理のため鳥羽市温

泉振興会へ補助。                                  (出 典)鳥羽市HP

◆」量壬』璽LL立
夏油高原温泉郷の温泉施設を利用した際に、宿泊や日帰り入浴の料金が割引される「いこうよ夏油キヤンペーン」を実

施。                                        (出 典)北上市HP

◆」墨塵』盤日置墨堕

仄
ツ

新温泉町の対象施設に宿泊した際に1人 1泊最大5,000円 を助成。 (出典)新温泉町HP



中小 法 人・個 人 事 業 者 の た め の

コ ロナ の影響 を受 けた事業 の継 続・回復 を支援

嘱コ
経済産業省 C翌 りヽ

2022年 1月 31日 (月 )～ 5月 31日 (火 )

申請期 間

0新型コロナウイルス感染症の影響を受けた事業者

02021年 11月～2022年3月 のいずれかの月 (対象月)の売上高が、

2018年11月～2021年 3月 の間の任意の同じ月(基準月)の売上高と比較して

50%以上又は30%以上50%未満減少した事業者
※計算に当たつては、新型コロナウイルス感染症対策として国又は地方公共団体による支援施策により得た給付金、補助金等は、各月の事業

収入から除きます_ただし、対象月中に地方公共団体による時短要請等に応じており、それに伴う協力金等を受給する場合は、「対象月中
に時短要請等に応じた分」に相当する額を、対象月の事業収入に加えます(給付額の算定においても同じ)。

中小法人・個人事業者が給付対象 となり得ます。Oe @tiffif:t
給付対 象

基準期間ス1の売上高―対象月の売上高×5か月分

・ヽ12018年 11月～2019年 3月 /2019年 11月～2020年3月′/2020年 11月 ～2021年 3月のいずれかの期間(基準月を含む期間であること)

給付上限額

中小法人等

▲50%以上 50万円 100万円 150万円 250万円

▲30%以上50%未満 30万円 60万円 90万円 150万円

法人

売上高減少率 個人

※2基準月を含む事業年度の年間売上高

上限最大250万円 上限最大50万円を支給します。

給 付 額

事前確認が不要 ! 提出書類が少ない !

過去の申請情報を活用可能 !

事前確認を簡略化 ! 提出書類が少ない !

>詳細は裏面をご覧ください

一時支援金または月次支援金を受給された方 登録確認機関と「継続支援関係」に当たる方

以下に当てはまる方は申請が簡単です。是非ご活用ください。

`C｀
コE

曇曇
ヨに ぅ

′

重
友

二
■
ム

個人事業者等】
ffi{rffi )

年間売上高γ2

1億円以下
年間売上高※2

1億円超～5億円以下

年間売上高 ,・ 2

5億円超



登録確認機関の事前確認

獣略できます )

継続支援関係の登録確認機関に

メールまたは電話し、事前予約する

ホームページで登録確認機関を

検索し、メールまたは電話で、

事前予約する

TV会議/対面/電話により
簡略化された事前確認を受ける

丁V会議/対面により
。事業を実施しているか
。コロナの影響を受けているか
。給付対象等を正しく理解しているか
について事前確認を受ける

マイページから
下記書類  ～

申請
を添付

マイページから申請
下記書類 ■ ～目 を添付

係に当たる登録確認機関がある方」は申請ステップの一部を省略できます。

、商工会言義所等)     、|: ・     (税 理士、行政書士等)   、・こ
:を受けていただく必要かあります

おいては、他にも申請時に必要な書類がございます (詳細はホームページでご確認ください)。

019年 (度 )、

|する基準期間を全て含む

奎:え

“

ロ ニ~                                    ::::11八

基準月の

■
基準月の売上に係る1取引分の

請求書または領収書等、これらに相当するものを提出して下さい。
1月 、02019年 11月 ～2020年 3月、
準月を含む期間。
.準期間を含む全ての事業年度の確定申告書類の控えが必要です

代表者または個人事業者等本人が
自署した宣誓・同意書

基準月の売上に係る通帳等

(取引が確認できるベージ)

ページからダウンロードできます。

※口。日については、事業において通帳等を全く用いていない場合など、
合理的な理由により提出ができない場合に限り、理由書 (様式あり)を

提出することで代替することができます。

※申請時の提出は不要ですが、申請後に提出を求める場合がこざいますので、
7年間保存してください_

※給付要件を満たさないおそれがある場合は、保存書類以外にも

書類の提出を求める場合がありますぃ

下記書類□～ を添付

マ イ 申請

(過去受給時の情報を活用可能)

晨存してください。

ヽ、
ヽ、
ヽ
′

/

一時支援金および月次支援金を受給しておらず、

継続支援関係がない方は、

以工2書_盤立五五L生盤壺L
′
０

Ａ
Ｕ



以下のいずれかによる影響を受けて売上減少している方が対象です。

0国や地方自治体による、自社への

休業。時短営業やイベント等の延期・

中止その他のコロナ対策の要請
■′国人消費の機会の減少につながるもの

0国や地方自治体による要請以外で、
コロナ禍を理由として顧客・取引

先が行う休業・時短営業やイベント

等の延期。中止

0消 費者の外出・移動の自粛や、

新しい生活様式への移行

0顧客・取引先が①～⑤、0～①の
いずれかの影響を受けたこと

0海外の都市封鎖その他のコロナ

関連規制

0コ ロナ関連の渡航制限等による

海外渡航者や訪日渡航者の減少

密 念A|

ノ

0コ ロナ禍を理由とした供給減少

や流通制限

0国や地方自治体による休業。時短

営業やイベント等の延期。中止その他
のコロナ対策の要請

※業務上不可欠な取引や
商談機会の制約につながるもの

[匿重I玉二IF.

い ‐ じ -0

彙~■
1

=■
」

負
∃」

′ヽ
)く
≡11

ｌ
ｌ
ｌ
Ｌ

ｌ
ｌ
ｌ
三

ｉｌ
ｌ
ｌ
Ｌ

ｒ
ｉ

ｌ
二

上記に記載されたいずれかの新型コロナウイルス感染症の影響を受けたことについて、その裏付けとなる書類の

追加提出を求める場合があります。

ζ多小＼ 実曝年売上が減少したわけではないにも関わらず、通常事業収入を得られない時期 (事業活動に

Δ

`〕

Δ7｀ヽ 季節性があるケース (例 :夏場の海水浴場)に おける繁忙期や農産物の出荷時期以外など)

5□匹彊二  を対象月とすることにより、算定上の売上が減少している場合は給付対象外です。

売上計上基準の変更や顧客との取引時

期の調整により売上が減少している場合

は給付対象外です。

要請等に基づかない自主的な休業や営

業時間の短縮、商材の変更、法人成り又

は事業承継の直後などで単に営業日数

が少ないこと等により売上が減少してい

る場合は給付対象外です。

caRce‖ ed

電話番号のお掛け間違いが発生しております。お問い合わせの際は、電話
番号をよくお確かめのうえ、お掛け間違いのないようにお願い申し上げます。

西百80120‐ 789‐140 こ
====ユ

(携帯電話からもつなが ります )

※お電話は大変混み合うことが予想されますので、ホームベージもご活用ください
事業復活支援金 lE=ヨ

受付時間 https://iigyo u-f uk katsu.go. jp

新型コロナウイルス感染症の影響

◎

辱≡馳 星シ

0国や地方自治体による就業に関
するコロナ対策の要請

新型コロナウイルス感染症の影響とは関係のない以下の場合は給付対象とはなりません

ホームページ

誤って申請することのないよう、よくご確認ください。

相 談窓 ロ

□轟画菫]03‐6834-7593 8:30‐ 19:00
(土 日・祝日含む全日)

▲ 不 正 受 給 は 犯 罪 で す !



η

▼ アカウントの申請・登録等

:支援金および

次支援金を

していない方

申請ステップがt

受

ホームページの

仮登録画面に

メールアドレスや

電話番号を入力し

申請lDを 発番
マ2

ホームページで

登録確認機関を

検索する

継続支援関係Xlに当たる

登録確認機関が  方

継続支援関係 :1に 当たる

登録確認機関が   方

「一時支援金または月次支援金を既に受給された方」、「一時支援金および月次支援金を受給しておらず、継続支援関

そのため、事前確認を受ける際は、継続支援関係に当たる登録確認機関がある方は、その機関に依頼することを推奨
※1継続支援関係とは右の①～④のいずれかに該当することを指します (詳細はホームベージでご確認ください)cO法律に基つき特別に設置された機関(商工会
※2-時支援金または月次支援金のIDを 発番した方で、申請や受給をしていない方については、発番済の:Dを利用可能です.(た だし、事業復活支援金の事前確:

※3オ ンライン申請か困難な方がご利用いただける申請サボート会場も設置しております (詳細はホームベージでご確認ください)。

※主たる収入を雑所得・給与所得で確定申告した個人事業者等の場合や、特例を用いる場合等に,

■ 履歴事項全部証明書 (法人)または本人確認書類 (個人)

―
法人

―
個 人

目
運転免許証  マイナンバーカード

■
収受日付印の付いた2

2020年 (度 )及び選折

確 定 申告 書 類 の F

法人一
」亜函函顧戸――――T
J■ ■ ■ 嘔 ‐:…

 見本 '日。・ ヨ
・  .― ‐・  lL_ヨ

: ::「「■「・
‐
¬F

履歴事項
全部証明書

ロ 対象月の売上台帳等

【住民票】十【パスポートor各種健康保険証】
※在留カード、住民基本台帳カード、身体障害者手帳等も認められます。

※e■axを通じて申告を行つている場合
※基準期間は、(T2018年 11月～2019年´

C2020年 11月 ～2021年 3月のうち、基
※法人は2019年 11月、2020年11月及び基

1■ 民 *

~~~=…
… …■

目

■

■

+ or

振込先の通帳
(通帳のオモテ面と通帳を開いた1・ 2ページ) ■

※事前確認では、2018年 11月 から対象月までの各月の

帳簿書類 (売上台帳、請求書、領収書など)が必要です。
※書類の量が膨大な場合は、登録確認機関が任意に選択した、

複数年月の帳簿書類でも構いませんc

※事前確認では、2018年 11月以降の全ての事業の取引を記録
している通帳(事業の取引がわかる全てのページ)が必要です。 ■ホーム

2018年 11月 から対象月までの、確定申告書類の裏付けとなる

帳簿書類 (売上台帳、経費台帳、請求書、領収書など)および通帳を響

一時支援金または月次支援金

を既に受給された方

ヒ____

申請書類

保存書類



参考 料
ピ
■
■
■
■
■
■

「石川県事業復活支援金」制度のご案■■■

概 要

新型コロナウイルス感染症の影響により厳しい経営環境が継続している県内

中小企業及び個人事業主の事業継続0回復を支援するため、国の≡業復活

します。

※R3年度2月補正予算が成立した場合、申請受付を開始します。 (2月 下旬頃)

要 件 :国の事業復活支援金を受給した事業者に対し、追加支援

一律 20万円一律 50万円

一律 30万円 一律 12万円

中堅。中小企業売上減少率 個人事業主

▲50%以上

▲30%以上50%未満

石川県事業復活支援金口

給付額 :

要 イ牛 :2021年 11月 から2022年 3月までのいずれかの月の売上が

前年、2年前又は3年前同月比30%以上減少

(業種問わず、給付対象になり得ます)

申請期間 :2022年 1月 31日 (月 )～ 5月 31日 (火 )

※星豊量lШL」国[_皇肇塾塞当医翌i重:立]立:≧金:肇:堕fttil=Cと L三二∠望墜三二三と正三望:菫量ユ≦二塁塁型墜_

最大 250万 円 最大 50万円

最大 150万 円 最大 30万 円

売上減少率 中堅・中小企業 個人事業主

▲50%以上

▲30%以上50%未満

事業復活支援金

給付額 :

回

お問い合わせ先

二亘」旦二』ヨ蟹菱塾菫菫:萱重」量五工型L壼塑ニユ
=二
」堕三二≧生重二

=二

電話 :076-225-1920  開設時間 :9時～18時 (土日祝日も対応)

国の給付通知書、国への

提出書類を保管ください :

○



三重県内の中小企業者等の事業継続・事業回復を支援

2022年 1月 のまん延防止等重点措置発出に伴う経済活動の停滞等に
よる影響により、特に厳しい状況にある県内の中小法人・個人事業者等の

事業継続・事業 復を支援するため、支援金を支給します。ロ

※申請に際しては、後日公表する申請要項で申請要件等を必ず確認してください。

まん延防止等重点措置発出に伴う経済活動の停滞等による影響を受けた、
三重県内の中小法人・個人事業者等

※二重県内に本店又は主たる事業所を有する中小法人・個人事業者等であること

①上限額:中小法人等30万円、個人事業者等15万円
②算出式 :

支給額=〔 (比較年の1～ 3月 の売上合計)一 対象月(※ 1)の売上×3〕

一 国の事業復活支援金の受給額×3/5(※ 2)
※1・・・2022年1月 ～3月のいずれかの月で比較年の同月比で売上が30%以上減少した月

※2・・・国の事業復活支援金を受給した場合

^2022年5月上旬 :申請要項の公表、申請受付開始(予定)※

玉 の「事業復活支援金」を併せて利用できます。

「事業復活支援金」ホームページ: httos://www. meti.so.j p/covid-19/jigyo fukkatsu/
「事業復活支援金」申請相談窓口 TEL101 20-789-140

Ｉ

Ｌ ____________」

。2022年 1～ 3月 に実施される三重県飲食店時短要請等協力金との併給はできません。
ただし、2022年 1～ 3月 のいずれかの月の飲食店時短要請等協力金の受給(見込)額が「3支給額」に1/3を乗じた額を

下回る場合、該当月ごとにその差額を支給します。

三重県地域経済復活支援金 事務局

(丁EL:059-224-2838)受付時間:平日9時から¬7時 ※土日祝日は除く

この支援金は、補正予算が県議会で可決された場合に実施します

二重県地域経済  支援金

2主な支給要件

3支給額

5留意事項

6支援金に関するお問い合わせ

参考資料

1対象事業者

2022年1月 ～3月のいずれかの月の売上が、
前年(2021年 )、 前々年(2020年 )又は前々前年(2019年 )同月と比べて、

30%以…L,同i少していること

4申請受付

※電子又は郵送による申請を予定
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夏の繁忙期11/1(|)
年明け以降の 年末年始の 春休み GW
適切なタイミング 感染状況を確認後

新たな

Go丁o

トラベル

適
用
除
外

<予算>
奎 L

3/11
← ― ―

補正予算 (約2,700億円)

県民割予算 (約2,300億円) ※国による事業

(GoToトラベル予算からすでに流用)

Go下oトラベル予算 GoToトラベル予算

県民割
ブロック拡大

県民割
く隣県拡大>

※国による事業

合計1.3兆円

※都道府県による事業

ヽ

適
用
除
外

「
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